
























【資料 1] 

教育実践探求力を形成する

高度教員養成コア@カリキュラム(案)

一学部と大学院との接続を目指す4+2年課程の構想一

平成 16年 11月

佐賀大学高等教育開発センター
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まえがき

佐賀大学文化教育学部において、平成 13'""'-' 14年度の学部将来検討ワーキンググループ。の検討結果

を受けて、教授会では教員養成と新課程は分離しないで、それぞれの充実、発展を図ることを決定し

た。この決定に基づき、平成 15年度には、各講座、及び教務、教育実習、就職の各委員会からの委

員選出を得て、学部将来計画検討委員会が設置され、学部の将来のあり方を検討する精力的な議論が

重ねられた。その結果は具体的な学部改革のガイドラインとしてまとめられ、平成 16年 3月 21日の

教授会に答申され、承認された。

教授会によって承認された答申は、学部の教育活動の評価、及び学部改革に向けての基本方針とい

くつかの具体的なアイデアを内容とする。このなかで、教員養成改革の推進については、佐賀大学に

おける教員養成の必要性、教員養成カリキュラム改革の基本講想としての「研究的実践力を形成する

教員養成カリキュラムJが論じられている。

ここでは、従来の教員養成カリキュラムを高度化することについての基本的事項が明らかにされて

いる。第 1は、「研究的実践力Jと名付けているように、高度な教育実践力を有する教員養成を目的

とすることが述べられている。第2に、そのために、教育実践に関する科目を中心とするコア・カリ

キュラム (CoreCurriculum)を採用することが提案されている。第3に、学部と大学院との接続を強化

し、課題を設けて発展的に 6年間を見通した教員養成を構想していることである。

この答申に基づき、平成 16年 4月 1目、文化教育学部長は学部における教員養成改革のためのカ

リキュラム原案の作成を高等教育開発センターに委嘱した。 しかも、平成 16年度中に作成して、平

成 17年度からの一部試行、及び平成 18年度からの全面実施というスケジュールをも示した。このよ

うな学部長による委嘱の背景には、学部の将来にとって教員養成改革は最優先課題であるとの学部の

合意が形成されたことがある。また、佐賀大学にとって教員養成改革の意味は大きいとの全学的な認

知もあると言えよう。

こうして、高等教育開発センターにおいて、附属教育実践総合センターとも連携しながら、教員養

成改革のためのカリキュラム開発に着手することとなった。時間的な制約もあり、 6ヶ月あまりでま

とめたのが本報告書において示す「教育実践探求力を形成する高度教員養成コア・カリキュラム 学

部と大学院との接続を目指す4+2年課程の構想-Jである。短期間での成案であるため、組略とも

思えるような部分も含まれている。 しかし、それでも具体的な検討対象となるずである。今後、教授

会、研究科委員会、学部各委員会、附属学校等において本案についての精力的な議論をお願いしたい。

さて、「カワキュラム」は多義的な用語、概念である。しかし、現代的なカリキュラム論によれば、

それは明確に設定された教育目的を達成するための教育内容の全体的な構成、組織化であり、常に教

育実践の結果をフィードパックして、絶えず作り直す営みとしてとらえることが提案されている。こ

のようなカリキュラム概念に依拠する本案では、授業科目の構成、配列だけでなく、その教育内容に

まで踏み込んでカリキュラムを構想する。また、本案は議論されるだけでなく、これに基づく教員養

成を試行し、さらに作り直す作業にまで進まなければならないと考える。

平成 16年 11月 24日

佐賀大学高等教育開発センター
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概要

1 教育実践探求力の形成

平成 15年度学部将来検討委員会答申にしたがって、高度な教員養成を行うための独自なカリキュ

ラム案を開発する。開発すべきそれは、教員養成に対する今E的な要請は教育実践を研究的に探求し

ていく教員の養成であるととらえ、 f教育実践探求力の形成j を図的とするカリキュラムとする。

2 高度教員養成コア・カヲキュラムの基本構成

学校教育における教育実践の課題を明らかにし、研究的に探求しながら実践力を形成するために、

教育実践に関する f教育英践演習」と、「高度教育実習」を各学年のコア科自として新設する。現行

の授業科屈は、大きな変更を加えないで、関連科告として再配聾する。

教職科呂
教育実践演習

高度教育実習

発展・応用↓ ?基礎付け

| 教養・専門科目|

教科内容科自

図1 教育実践演習と教育実習を核とするコア・カリキュラム

大学院教育学研究科における教員養成をも充実させるために、学部学校教育課程との接続を図り、

6年間を視野に入れた課題の発展的な系統によって、カリキュラムを構成する。

学年 学年課題
課題に対応したコア科目

教育英践演習 尚度教育実習

子ども理解 ども理解演習 ども理解実習
寸;>:!.ニ£ー. 

2 基礎的指導力の形成 授業開発演習 授業開発実習・社会体験実習

3 授業・評価開発 授業・評価開発演習 授業・評価開発実習
部

4 教育英践探求 教育実践探求演習(卒業研究) 教育実践探求実習

大A読ナ G 
カリキュラム開発 カリキュラム開発演習 カリキュラム開発実習

教育実践研究 教育実践課題研究演習(修士論文) 教育実践課題研究実習

図2 高度教員養成コア・カリキュラムにおける課題とコア科医

小規模な教員養成課程であることを生かし、第 1学年から少人数指導、個別指導を充実させる。

学部および附属教育実践総合センタ一、附属学校、近隣の小学校や介護施設、企業等との連携、協

力をこれまで以上に緊密にし、演習、教育実習等の質的向上を図る。

3 高度教員養成カリキュラムの導入

学部、附属学校、高等教育開発センターが連携して、カリキュラム導入のための調査研究、佐賀県

教育委員会をはじめとして地域の各機関との連携を強化する。

本案について学部、研究科、附属学校等で検討し、コア科目担当者の決定、履修規定改訂等の作業

を行い、平成 17年度には一部試行する。また、 18年度からの学年進行で全面実施することを目指す。
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I 教育実践探求力を形成する高度教員養成コア@カリキュラムの構想、

1 教職の専門的力量としての教育実践探求力

(1) 現行の教員養成カリキュラムの問題

文化教育学部は、教員養成学部である。ただし、教員免許を卒業要件とする学校教育課程とそれを

要件としない 3つの課程によって学部を構成している。このような学部構成には、教員養成を総合的

に行う特徴が認められる。教員免許を取得する学生とそうではない学生が閉じ授業科目を履修するこ

と、教員養成課程を担当する教員とそうではない教員とが問時に学生の指導を行うことがあるからで

ある。そうでない場合と比べて、広い視野からの教員養成の可能性があると言えよう。

一方、教員養成課程のカリキュラムに着目してみると、文化教育学部以前の教育学部の場合と大差

のないものとなっている。上で、述べたような総合的で広い視野からの教員養成の授業科毘は一部認め

られるものの、それ以外は教育学部で、あった場合とほとんど変化はない。また、教育実践に関する

体的な力量の育成を自的とする教育実習も第 1学年から系統的に実施されるようになったが、その教

育内容はそれほど変わっていない。むしろ、第4学年で実施してた教育実習を第 3学年に移行したこ

とによって、その水準は低下したとの指摘もある。

カリキュラム改善がなされなかった理由は、次のようである。教員養成課程のカリキュラムは教育

職員免許法によって、強く拘束されていることがある。小学校教諭一種免許状の場合、教科に関する

科目が 8単位、教職に関する科目が 41単位、教職又は教科に関する科目が 10単位と定められている。

また、それぞれの科呂の大要が示され、それにふさわしい授業科自であることが求められる。このよ

うな規定による課程認定を受けなければならないので、自由な授業科目の設定は難しいのである。

また、教育実習については、その教育成果を測定したり、学部の授業科目との関係を考慮、したりな

どして、その改善を回ることを試みなかったことがある。そもそも教育実習に関しては学部教員は附

属学校に依存し、その一方で学部の授業科目についてはF付属学校の教員が関心をもつことはなかった。

交流してその内容について検討したり、部分的にでも協力して実施したりする機会さえつくろうとし

なかったのである。

こうして、平成 8年に教育学部を文化教育学部に再編したものの、教員養成の質的向上を十分に函

ることはできなかったのである。 150名の学生定員を 90名に縮小したことをよい機会ととらえ、少

人数教育での質の高い教員養成を実現する可能性があったにもかかわらず、それを果たしてこなかっ

たと評価せざるを得ない。

ところが、周知のように少子化が進行し、教員の需要はかなり縮小した。このことは教員養成学部

間の競争の激化を招いている。教員養成学部は教員養成を目的とするので、その自的達成は評価の大

きな基準となる。すぐれた教員をどれだけ養成し、教員として送り出すことができたかとしづ基準に

よって、教員養成学部の春在意義が測られるのである。

そこで、本学部の特性を生かし、質の高い教員養成を養成していくようにしたい。それには、高度

な教員養成カリキュラムを開発することが求められる。上述の問題点からすれば、教育職員免許法の

規定があったとしても、教員養成の高度化に必要な新たな授業科自を新設しなければならない。新設

の科目以外の場合もその教育内容を改善しなければならない。また、学部と開震とが連携して教育実

習の改善を図ってし 1かなければならない。さらには、小規撲な 90名という学生定員を生かして、少

人数の質の高い教育を行うようにしなければならない。

-34-



(2) 教育実践探求力の形成

これまで以上に高度な教員養成カリキュラムの開発にあたって、高度化の基準を明らかにする。そ

の基準を、次のものに求める。すなわち、中央教育審議会 r21世紀を展望したわが国の教育の在り

方についてJ(平成 8年 7月)、及びそれに基づいた教育職員養成審議会答申(平成 9年 7月、平成 10

年 7丹、平成 10年 10月、平成 11年 12月)である。それらによれば、教職の専門的な力量として、

次の 5点が示されていると解釈できる。

① 子ども理解とその個性に対応する専門的力量

② 授業構成と評価の専門的力

③ 教育課程の開発、運営の専門的力量

④ 教育実践研究の専門的力

③ 学校教育のあり方を多様な視点で考える幅広い社会性

一方、学校教育における教育実践の今自的課題に対応して、「教育振興基本計画j の中教審答申案

(平成 15年 2月)によれば、「授業がわからない子どもの半減」、九、じめ・校内暴力を 5年間で半減J

と具体的な自標が掲げられている。また、「習熟度別指導などの個に応じたきめ細かな指導の推進J、

「地域の実情に応じた弾力的な学校運営J、「不登校の大幅な減少j も達成すべき百標とされる。

これらの教職の専門的な力量には、不変なものと変化するものの 2つが示されている。前者は、た

とえば、子どもを深く理解するための専門的力量である。後者は、その時々において生じる学校教育

の課題に対応する専門的な力量である。たとえば、近年の不登校の増加へ対応等の力量である。

このようにみてくると、教員養成においては不変で基礎的な教職の専門的力量を形成しなければな

らない。また、それと同時に新たな課題に対応するため、常に教育実賎の改善を図っていく能力の育

成が求められる。後者の新たな課題への対応、絶えざる教育実践の改善には、研究的に教育実践を探

求する資質が必要である。教育実践の場で生じる新たな問題、課題を教師自身が引き受け、研究的に

探求しなければならない。それには、すでに行ってきた教育実践の内容や方法を批判的に再検討し、

新たなそれらを創り出していかなければならない。その営みは、研究的な教育実践探求と言えよう。

すなわち、そこでは教育実践探求カが必要とされるのである。

こうして、基礎的な教職の専門的力量を活用しながら、新たな教育実践の課題を研究的に探求して

いく教員を養成しなければならない。そのための教員養成のカリキュラムを、従来のそれとは区別し

て「教育実践探求力を形成する高度教員養成カリキュラムj と名付ける。確かな基礎的実践力を基盤

に、高度で専門的な教育実践探求力を形成することを目的とする教員養成カリキュラムである。

さて、上に示した①から③の基礎的な専門的力量に関しては、すでにそれぞれに対応するような授

業科目が整備されている。子ども理解を深める発達心理学や授業構成を論じる教科教育法、教育課穣

編成を考察する教育課程論等の授業科自が開講されている。しかし、それらは講義にとどまり、実践

と密接に結び付くには至っていない。したがって、教育実習と関連付けるような配慮が求められる。

④の教育実践について研究的に探求する専門的力量は、現行のカリキュラムでは実現は難しい。最

も研究的な授業科呂は卒業研究であろう。大学院では課題研究、修士論文である。しかし、それらは

教育実践とは関係のない研究でも認められ、教員養成以外の学部、研究科の場合とそれほど変わらな

い。したがって、教育実践の専門的力量を形成するための卒業研究、課題研究が求められる。

⑤の幅広い社会性の育成については、教員免許取得において法的に義務付けられた介護体験実習が

妥当しよう。しかし、その効果を評価し、必要であればさらに幅広い体験学習を行う実習の機会を設

けるべきであろう。
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2 教育実践探求カを形成する高度教員養成コア・カリキュラムの基本構想、

(1) 教員養成コア・カリキュラムの構想

平成 14年度から佐賀大学文化教育学部将来計髄検討委員会では、教員養成カリキュラムの改革に

ついて議論を重ねてきた。その結果は、平成 16年 3丹に f学部将来計画検討委員会答申Jとして事

授会に報告され、承認を得た。この答申においては、 6年課程の教員養成コア・カリキュラムの導λ

が提言された。

同時期に、自本教育大学協会から「教員養成の『モデ、ノレ・コア・カリキュラムJの検討-w教員養

成コア科白群』を基軸にしたカリキュラムづくりの提案-J (岡本教育大学協会「モデル・コア・カ

リキュラムj 研究プロジェク久平成 16年 3月)が発表された。この提案においても、「実践的指導

力」の育成が重視されている。すなわち、教員養成において「教育実践を科学的・研究的に省察

(reflection)する力j を中核にすることが述べられている。そのため、今後の教員に求められる実践

的指導力を確保する手だてとして、教育現場での経験を教員養成カリキュラムの中に体系づけるとと

もに、その経験を研究的に省察する機会を提供するために「教員養成コア科話群j を設けることが提

案された。

f教員養成コア科閤群Jtこは、 2つの柱がある。第 1は、教育実習をはじめ、教育実践や教育現場

での観察あるいは教育現場への参加などの学生の教育体験を中心とした授業科目である。ここでは、

教育実習の充実、高度化が求められている。第2は、そうした教育体験を大学での研究、理論知と結

びつける授業科目である。これらの基本的な方針に基づいて、新たな設業科目「教育実践体験j、「実

践開発実習j、f教育フィーノレド研究j の導入が具体的に示された。

しかし、この提案は教員養成の「モデル・コア・カリキュラムj と言うものの、コアとなる科目に

限つての提案に過ぎない。「コア・カリキュラムJはコアの部分のみを意味し、教員養成のカジキュ

ラム全体のデザインを明らかにするものではないのである。このことは各教員養成学部に委ねられる

のであろうが、モデルとしての全体像を示すことをするべきである。なぜなら、コアの部分のみを更

新しでも、その他の大部分が従来通りであれば、カリキュラムは求められる機能を十分に発揮しない

ことが危'倶されるからである。

したがって、コアの科屈を開発するとともに、文字通りコア科目をコアとしながら、カリキュラム

全体のデザ、インを試みるようにしたい。すべての科自を更新するのではなく、一部にとどめる。しか

し、コア科目を中心に他の科目との関連を図ることによって、他の科闘の位置付け、意味を変え、こ

れまで以上に教育効果を高めることのできる教員養成カリキュラムを求めることにする。

なお、コア科目は、少人数での課題学習を促す授業科巨とする。学生自身が課題をもち、自ら学習

計画を立案し、文献を読んだりディスカッションしたりする演習が考えられる。同時に、課題を明ら

かにして教育実践を試みる教育実習をもコア科Eとする。これらのような授業科目であれば、学生は

自ら学ぶ意欲を強くし、課題の克服にチャレンジする。そのため、すでに履修した授業科自の学翠成

果を活用しようとするだろう。ところが、十分にそれを成し遂げることは困難なので、課題は残る。

あるいは、新たな課題が生じる。そのような二次的課題が、コア科目から発展して能の関連する授業

科目に意欲的に向かわせる。このように護数の授業科Eと関連付けられる授業科昌をコアとする。

これまで述べてきたコア・カリキュラムへの移行というカリキュラム改革は、現実的である。一挙

に全面的に新たなカリキュラムを導入することと比べると、各科目の担当教員に新たな負担を要求す

ることが小さいので受け容れやすいのである。
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(2) 教育実銭に関する科目をコアとするカリキュラムの構成

カリキュラム全体を構成する基本的な考え方を明らかにしたい。それは、教育実践に関する演習と

高度化された教育実習を核とし、関連科自を記置するコア・カリキュラムとして構成することである。

教職に関する科目
教育実践演習

高度教育実習

発展・応用↓ ?基礎付け

教義教育科目
専門科箆

教科に関する科目

罰 1 教育実践演習と高度教育実習を核とするコア・カリキュラムの構成

図 2に示されているように、コア・カリキュラムはコア科目と関連科自によって、その全体が構成

される。関連科自は、 3つに分けている。すなわち、第 1は教育職員免許法で定められ認定を受けた

教職に関する科目、第 2は同じく教科に関する科目である。第 3は、本学、本学部が独自に設けてい

る教養教育科臣と専門科医である。

コア科闘と関連科目との違いは、教育内容にある。コア科医は学習者自身が課題や問題意識を自覚

して活動することによって、教育内容が構成される。すなわち、それは活動主義、構成主義の科目で

あると言えよう。課題や問題意識にしたがって、文献を読んだり、報告したり、ディスカッションし

たりして展開される。その内容は、必ずしも学問的な系統によるものではない。しかし、それでも学

習者自身にとっては、自らの必要と知的欲求を満たし、真に修得する学習内容となる。

このような活動主義、構成主義とも言える科目は、これまでの大学の授業になかったのかというと、

そうではない。たとえば、自ら課題を決定して取り組むレポート作成、卒業研究等がそうである。そ

れらの場合と同じように、放任せずに適切な指導を行えば、コア科自の教育効果は高いものとなろう。

関連科吾は学問中心の授業科閤である。学問的な内容を体系的に教授する。たとえば、教職

科臣の各教科教育法は、教科教育の原理や歴史、カリキュラム論、授業論等のように体系化されてい

る。それらの内容を照次講義することによって、各教科教育学の学問的な知識を得させるようにする。

これらのコア科目と関連科告とを学生自身が課題を明らかにして意国的に関係付けることによっ

て、現行のカリキュラムの場合以上に教育効果を高めようとするのである。高度な教育実践力の形成

のために、直接的にそのことをねらいとするコア科闘を設定するだけでなく、既存の他の科毘も関連

科目として関係付ける。そうすることによって、それらの関連科目の教育効果をも高める。また、両

者の相互作用によって、図的とする高度で専門的な実践力の形成をよりよく実現したいのである。

さて、関連科目との関係は 2つに類型化できる。その第 lは、基礎付け型である。関連科目におい

て学習した内容を基礎とすることによって、コア科目の教育実践演習と高度教育実習を効果的なもの

にする。たとえば関連科自で発達心理学を学ぶ。そこで得られた子どもの発達に関する慕礎知識を活

用するなら、子どもを理解するための教育実習の内蓉が豊かになり、多くの成果を得られるのである。

第 2は、発展・応用型である。この場合、関連科自はコア科目によって得られた学習内容の発展、

応用として位置づけられる。たとえば、授業開発の演習及び実習を終えたとしても、授業開発とその

評髄についての課題が残される。それらの課題を意識して、関連科闘の教科教育法を受講する。そう

することによって、意識した課題の克服、解明を目的として学習成果を高めることができるのである。
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(3) 学部と大学院の接続による大学院カリキュラムの改善

平成 16年 3月教授会承認の学部将来計画検討委員会答申においては、 6年課程の教員養成コア・

カリキュラムの導入が提言されている。ここでは、大学院教育学研究科のカリキュラム改善も示唆さ

れる。学部だけでなく、教育学研究科における教員養成をも見度し、改革すべきだと言うのである。

このことに関しては、平成 15年 3月に、改正学校教育法に基づき専門職大学説設置基準(平成 15

年文部科学省令第 16号)が告示されたことがある。 f専門職学位課程は、高度の専門性が求められる

職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培うことを践的とするJ新たな大学院のあり方が示さ

れた。その後、法曹養成のための教育を行う法科大学院が新設されている。その後、このような専門

職大学院の新設は多撲な分野に拡大されつつある。

その特質は、研究者ではなく、専門性の高い職業人の養成を自的としていることにある。学問の理

論的な教育だけでなく、専門的職業の現場で必要とされる、その職業国有の実務に関する高度な専門

的職業教育を行うのである。現場に携る実務家を教員に招くなどして、そのカリキュラムは実践的な

課題に応えるものが構想されている。

このような動向に一致するかのように、平成 16年 7月には、文部科学省の科学技術・学術審議会

人材委員会は公表した報告書において、小、中、高等学校の理数教員を「修士以上」とするよう

した。子どもの理科離れを食い止めることが閥的である。 f理科や算数、数学を担当する教員は、高

い専門性に裏打ちされた魅力ある援業を農関するため、修士号以上を取得することが重要」と言う。

理工学系の修士課程修了者が有しているであろう科学の最先端に触れた学問的経験が、子どもに科学

の魅力を伝えるのに役立つと考えているようである。

このような修士課韓修了者で、あれば、 1時開程度の最先端の科学に関する講話や実験等をしてみせ

て、子どもたちの興味・関心を喚起することが期待できょう。ただし、そのような役割は、すでに多

くの学校にみられるゲスト・ティーチャーが果たしている。たとえば、文部科学省が指定するスーパ

ー・サイエンス・ハイスクールでは、大学の…流の研究者を招いて科学の講義を実施している。

しかし、低年齢の子どもを対象とする教育経験もなく、子どもや学校の実態、授業やカリキュラム

に関する理論を知らないのでは、長期間の十分な教育実践は不可能である。子どもとのコミュニケー

ションを丹滑に行うこともできなければ、子どもの学習成果を的確に評価することもできないのでは

ないか。そもそも学問を教えることと一般教育としての科学教育との誌別も自覚できないことがある

だろう。そう考えると、理数教育に限らず、学校教育における高度な専門的職業人としての教員は、

教員養成の大学院教育学研究科においてこそ養成すべきだし、養成できるのである。

ただし、現状の大学院教育学研究科では必ずしも可能とは言えない。なぜなら、「今後の閤立の教

員養成系大学学部の在り方について一国立の教員養成系大学学部の在り方に関する懇談会-J (平成

13年 11月)の報告書が指摘する現状があるからである。すなわち、 fその実態をみると、例えば内

容が明らかに理学や文学の修士論文と変わらないような論文等をもとに『修士(教育学)j]を授与し

ているという例が見られるj と言うのである。現状のそれは、教員養成の大学院であるにもかかわら

ず、無臨覚に研究者養成を行い、高度な専門的職業人としての教員を養成していないのである。

したがって、大学院教育学研究科においても、非教員養成の大学院とは異なり、教員養成の大学院

教育として周有性が認められる教育と研究に取り組むことが求められる。そのため、教育学研究科の

カジキュラム改革をも含めて、高度教員養成コア・カジキュラムを開発するようにしたい。学部と大

学院教育学研究科を接続するカリキュラムを具体化したい。そうすることは、近い将来において教員

養成の専門職大学院が制度化された時に、速やかに対応する準備ともなるはずである。
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(4) 各学年における課題とコア科目

構成しようとするカリキュラムには、教育実践の課題を明らかにし、発展的に考察しながら教育実

践探求力を形成していくようにする。そのため、それぞれの課題を各学年に配当する。それに基づき、

下の図 1のように、教育実践に関する演習と高度化された教育英習を各学年にコア科目として新設す

る。いずれも、教育効果を高めるために、自標を明確にし、少人数での演習、実習を行うものとする。

少人数の演習においては、文献研究、調査、報告、討論等を中心とした問題解決的な学習、課題学

習が展開できる。しかも、それぞれの課題ごとに実習を行うので、文献による知識だけでなく実践的

な知見も得られるのである。また、学部の教員と附属学校の教員がそれぞれの立場から具体的な指導

を行い、両者がこれまでになく連携することも期待できる。

学年 学年課題
課題に対応したコア科悶

教育実践演習 角度教育実習

子ども理解 ども理解演習 子ども理解実習
法寸手一

2 基礎的指導力の形成 授業開発演習 授業開発実習・社会体験実習

3 授業・評価開発 授業・評価開発演習 授業・評価開発実習
者E

4 教育実践探求 教育実践探求演習(卒業研究) 教育実践探求実習

A院大十A 2 l 
カジキュラム開発 カリキュラム開発演習 カリキュラム開発実習

教育実践研究 教育実践課題研究演習(修士論文) 教育実践課題研究実習

函 2 高度教員養成コア・カリキュラムにおける課題とコア科自

課題の発展的な系統は、次のように考えられる。第 1学年では、実践的指導力の基盤を形成し、教

職への意欲を高めるため、子ども理解を課題とする。子どもを理解するなら、教師としての指導力の

必要性が感じられるようになる。したがって、第 2学年では教師としての基礎的指導力の形成を課題

とする。また、その指導力は幅広い社会性に支えられたものでなければならないので、多擦な社会体

験をすることも求めたい。第 3学年では授業や評価を本格的に開発し、実践できるようにする。第 2

学年の授業開発演溜・実習が 1単位時間のそれであるのに対して、 5'""10時間程度のひとまとまり

の授業、すなわち単元の授業開発とその実践を行わせる。さらに、行った授業に対応して学習評価の

を立案し、実施させる。この単元レベルの授業と評価の開発が、教育実践を探求する基盤となる 0

4学年になると、教育実践に関する課題を自ら設定して、教育実践についての自立的な探求を行

わせたい。設定した課題に応じて再度授業・評価開発実習を行う。なお、校種を変えて、小学校以外

の教員免許を取持することを目的とする併免教育実習と兼ねることも認める。ここでの探求の成果は

卒業研究としてまとめるようにする。そうすることによって、実践的にも理論的にも教育実践探求力

を鍛えていくことができょう。ここで、学部としての教員養成の到達点を示したい。

大学院の第 1学年においては、学部で形成した教育実践探求力を生かして、さらに高度なカリキュ

ラムレベルで、の教育実践力の育成を目標とする。そのため、学級経営案や教科の年間指導計画等を作

成して実践するなどのカリキュラム演習、カリキュラム実習を受講させる。第 2学年になると、子ど

も理解、授業・評価開発、カリキュラム開発等のなかから自己の課題を選択し、研究を行う。その成

果は、修士論文に代えて、教育実践研究論文としてまとめる。そうすることによって、教育実践に関

する研究的な力量を形成してし、く。

こうして、 4年間あるいは 6年間を通して、これからの時代に求められる高度で専門的な教育実践

力を形成できる。これまでのことをまとめ、次ページに現行と比較したカリキュラム構想鴎を示す。
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自由選択・教養科目

コア科自
教育実践 言語度教育
課鐙演習実智

発
院2年 教育実銭研究

i交
院1年 カリキュラム開発

ノベ 4年間卒業
4年 教育実接探求

入
3年 接業・評価の開発

1年 子ども理解

高度教員養成カリキュラム(4+2年課程)

圏 3 教育実践探求カを形成する高度教員養成コア・カリキュラムの構造

学
年
進
行

E三ヨ
己三ヨ修士論文
E三ヨ E三ヨ

E三三三三ヨ三三ヨ三三ヨ
E三ヨ教育実習己三ヨ E三ヨ

E三ヨ E三三 E三三

E三三
三三ヨ 修士課程

，.t.U， 
ザ町 部

教職科目 教科科目
自由選択鷹

教養科目

図4 現行の教員養成カリキュラムの構造
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(5) 教育実践探求力を形成する高度教員養成コア・カリキュラムの運営

教育実践演習と、高度教育英習を核とするコア・カリキュラムの充実を闘るために、第 1に、関連

科自の明示を行う。コアとなる教育実践演習と教育実習のそれぞれに対応して関連科目群を設定し、

履修の手引きに掲載する。また、関連科目となるものはシラパスにおいて、内容的な関連を明らかに

する。これらの作業は、 F付属教育実践総合センターを中心に担当教員が連携を深めて進めるようにし

なければならない。

第 2は、チューター制の採用である。第 1学年時からチューターとなる教官を決め、フレッシュマ

ンセミナ一等の時間を活用して、学生に対して履修の個別指導を行うことも考えられる。また、必要

に応じてコア科目と関連科聞との接続についての説明を行うなどの指導も含む。

一方、教育実習については、言うまでもなく附属学校の十分な理解を得て、その高度化を図らなけ

ればならない。それには、まったく新しい教育実習を構想するのではない。これまでの現行の教育実

習に関する研究の蓄積を生かしながら高度化を図っていくようにしたい。この点に関して、それを教

育自標レベルで比較すれば、以下のようである。

現行の教育実習 高度教育実習

① 子ども、学級集団、授業について体験的 ① 子ども、学級集団、授業について体験的に

に理解する。 理解する。

② 子どもと適切なコミュニケーションがで ② 子どもと適切なコミュニケーションができ

きる。 る。

③ 適切に指示を行って、学級集団としての ③ 適切に指示を行って、学級集団としての活

活動を促すことができる。 動を促すことができる。

④ 1単位時間の授業を構想し、学習指導案 ④ 1単位時間の授業を構想し、学習指導案の

の作成ができる。 作成ができる。

⑤ 教材・教具を準備して、 1単位時間の授 ⑤ 教材・教具を準備して、 l単位時間の授業

業を実践できる。 を実践できる。

⑤ 介護施設において社会的経験をする。 ⑥ 介護施設をはじめとして、学校以外におい

⑦ 教師の日常的な業務を模擬的に体験する て多様な社会的経験を積み、社会性を高める。

ことにより、教師としての使命感を得る。 ⑦ 単元レベノレの授業構成と授業実践(1つの

テーマの下に 5"""""10単位時間)ができる。

③ 単元の授業に応じた学習評価ができる。

⑨ 学級経営案を作成することができる。

⑮ 教科等の年間指導計画を作成することがで

きる。

@ 研究的な課題を明らかにして、教育実践の

改善を函ろうとすることができる。

⑫ 教育に関する責任ある立場を経験すること

によって、教師としての使命感を強くする。

このような高度化した教育実習を実現するためには、当然のことながら、教育実習を担当する附農

学技の十分な理解を得なければならない。また、学部の教員がF付属学校の教員と連携し、積撞的に教

育実習生を支援していく必要がある。また、 F付属学校の教員にはこれまで以上に教育実習の研究に取

り組むことが求められる。

コア科目としての教育実習は、高度化されると開時に内容も拡大される。そのため、附属学校だけ

が担当することになれば、負担は過大とも考えられる。そのため、近隣の公立学校に協力を求めるこ

とも検討しなければならない。さらに、このことは地域と密着した教員養成を進めることにおいても
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意義は大きい。地域の学校の実態を理解し、地域の個性ある学校教育のあり方を地域とともに研究し、

教員養成の機能を高めていくことにもなる。

そうするためには、県、市の教育委員会、近隣の学校と十分な連携を踊る必要がある。十分な理解

を得て、相互の利益になるような協定を締結し、具体的なノレールを定めるようにしなければならない。

また、社会体験実習を行うには、それにふさわしい企業等と連携しなければならない。この場合も開

様にしなければならないことは言うまでもない。

教育実践演習の誼当については、次のようになる。子ども理解に関する科目は教育学及び教育心理

学講座の教員が担当する。授業・評価開発に関する科目は、教科教育学講座の教員が中心に担当する。

カリキュラム開発、教育実践課題研究では、学生の課題に応じて教育学、教育心理学、教科教育学の

いずれかの講躍の教員が教育実践指導担当教員として、修士論文作成の課題研究の場合と開じように、

個別指導を中心として教育効果を高めるようにする。また、授業・評価開発の指導については、必要

に応じて多様な教科内容を担当する専門教員が参画するようにもしたい。

高度化された諜題55iJ教育英習は、附篇学校(幼稚閤、小学校、中学校、義護学校)が担当するが、

教育学、教科教育学教員との連携を充実したい。特に、教育英践演習と教育実習との接続、発展を実

現できるように、共同で両者を担当することも視野に入れたい。

このような教育実習のコーディネートについては、教育実践総合センターに高度教員養成部門を新

設して、その専任教員あるいは教育実習コーディネーターが連絡、調整を担当する。また、全学的な

教員養成機能の強化をも目的として、教員養成に関するカリキュラム研究プロジェクトの推進にあた

るようにもしたい。

ところで、現時点は、 6年間の教員養成専門職大学院は議論が緒に就いた段階である。今後、どの

ような制度として実現するのかは不明である。しかし、それでも大学院推薦制度を設け、学部4年と

大学院 2年を一貫させる 6年間カジキュラムを編成することは可能である。また、学生にとって 6年

間の修学が負担であれば、短縮して 5年とすることも可能である。教育学研究科修士課穫の履修期間

2年間を 1年間に短縮することが考えられる。このことは、現行の学期(佐賀大学学員Ij平成 16年4

月制定)によって可能である。このような点からの大学院進学制度の検討も必要である。

3 教育実銭探求カを形成する高度教員養成コア・カヲキュラムの導入

(1) 教育実践探求力を形成する高度教員養成コア・カヲキュラム導入の準備

高度教員養成コア・カリキュラムを導入するには、まずその基盤整備が求められる。それには、本

年度新設された学部長補佐体制、附属教育実践総合センターが中心となって、佐賀県各機関学部支援

ネットワークの構築をすることが必要である。佐賀県教育委員会、佐費市教育委員会との連携、協力

のための協定を締結する作業も必要である。

次に、カリキュラム開発とその運営を充実させるための調査研究が必要になる。高等教育開発セン

ターが拒当して、教育実習の実態調査、高度教育実習の試行や冨内の教員養成カリキュラムについて

の調査、分析がなされなければならない。さらには、専門職大学院のカリキュラム、教育方法、実態

についての現地調査が考えられる。

その研究成果を内外に問うことも含めて、主体的に教員養成改革を進めていることをアピールする

ためにも、全国の教員養成学部、大学に呼びかけてシンポジウムを開催することも考えたい。その場

において、他大学と多くの情報を交換することもできるので、カリキュラム改革を充実できょう。そ

のようなシンポジウムの開催には、学部はもちろん、附属教育実践総合センター、~甘罵学校、高等教
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育開発センタ一等からメンバーを募って準備委員会を設寵するようにしたい。また、文部科学省の担

当宮、他地域の先導的な取り組みをしている研究者をシンポジストとして招轄するなら、それなりの

予算措置が必要となるだろう。

具体的なカリキュラム開発には、高等教育開発センターが原案作成を行うようにしたい。原案は、

学部の教務委員会、教育実習委員会、的属教育実践総合センター、附属学校において検討される。そ

の後、学校教育課程担当の各講座、学部教授会での承認を得るようにしなければならない。この過程

において、多様な観点から修正を加えられ導入可能なカリキュラムへと成長していくであろう。その

内容は、以下のように考えられる。

-高度教員養成4十 2年課程コア・カリキュラムの基本構想、

.コア科目のガイドライン作成

-カリキュラム全体のデザイン

.コア科Eのテキストの作成

これらの準備を進めながら、文部科学省に提出する予算要求書の作成にも着手しなければならない。

その内容は、以下のように考えられる。

-高度教員養成の理念

-研究組織、教育組織の再編成

特別支援教育コース、日本語教師養成コース、学校管理者養成コース等

・附属教育実践総合センターの再編、拡充

・新ポストの検討

地域連携コーディネータ一、教育実習コーディネーター、就職指導教員等

・附属学校の改革、再編

教育実習の高度化に対ttした施設、設備の整備

教員養成の高度化に対応した幼・小・中一葉教育システムの構築、研究活動の見直し

・教育委員会をはじめとする地域諸機関との連携システムの構築

(2) 教育実践探求力を形成する高度教員養成コア・カヲキュラム導入の手瀬

高度教員養成コア・カリキュラムの構想、については、先述した。では、具体的なカリキュラム導入

の手順はどのようであろうか。以下に、その概要を示すことにする。

その段階を 3つに分けるとすると、第 1段階は基本構想、の策定である。第 2段階は、学部各機関

地域の関係機関でのそれぞれの立場からの検討を行うことである。第 3段階は、カジキュラム導入の

具体的な準備作業である。

第 1段階の基本構想策定は、コア・カリキュラムの特性から考えると、コア科Eの内容や方法につ

いての検討から始めなければならない。その異体的内容を明らかにするために、コア科闘のガイドラ

イン作成を中心に進める。その後、コア科屈を中心として関連科目の配置を検討して、基本的なカリ

キュラムの全体的デザインをまとめる。

求めたい

第 2段階の学部各機関の検討では、多くの立場から検討がなされなければならない。すなわち、学

部教授会、大学院研究科委員会、学校教育課理会議、教育実習委員会、教務委員会、付属学校のそれ

ぞれにおいて検討を重ねるようにしたい。その結果をまとめ、カリキュラム案の修正を行い、次の段

階に進むO
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こうしてカリキュラムのデザインがある謹度まとまった時点で、学外も含めて広く議論する必要が

ある。なぜなら、教員養成は地域との連携を欠かすことはできなし、からである。したがって、佐賀県、

佐賀市の教育委員会をはじめとして、地域の関係機関とも広く議論をしたい。さらには、他の教員養

成学部とも'博報交換することも有意義である。こう考えてくると、学部主鑑で教員養成の改革に関す

るシンポジウムを開催することも求めたい。

第 3段階の具体的準備作業では、様々な立場からの検討結果をふまえ、現行カヲキュラムの改編の

具体的な検討に着手する。コア科目担当者の決定やカリキュラム全体のデザインを決定し、履修規定

の作成、時間割の作成を行う。また、コア科目の一部を試行して、コア科E担当予定者に情報提供す

ることも必要となろう。

これまで述べてきたカリキュラム導入の準備、手)1関をまとめると、以下のようなプロセスになろう。

2年間のスケジュールで導入するものとしている。

基盤整備 調査研究 シンポジウム 概算要求 カリキュラム

-慕本構想、作成
-演習、実習の

-ネットワー -調 計画の -企樹立案 ガイドライン
前期 ク構想、 立案 -講演 発 作成

表者の決定 -要求書作成 -教授会審議
-教委との協 -圏内教員養 と依頼 -実習委員会、
定締結 成カリキュ -会場手配 教務委員会検

平成 16年度 ラムの収集 -案内状作成 討
と分析 -附農学校との

協議

-教委との協 -教育 習調 -案内状発送 -現行カジキュ
定実務者協 査研究 -実施計題作 ラムの改繍の
議 成 検討

後期 -ネットワー -アメリカ専 -発 要旨集 -コア科目祖当
ク設立総会 門職大学院 録作成 -原案まとめ 者の決定

現地調査 -学内ヒアリ -カリキュラム
-教委等への -報告書作成 -シンポ開催 ング 全体の確定
改革説明 -報告書作成

-放課後学習 -大学教育の -報告書提出、 -文科省ヒア -履修規定作成
ボランティ 教育方法等 関係機関へ リング
ア、社会体 のテキスト の発送 -コア科目のー

前期 験実習の協 についての 部試行
議、実施計 調査、分析
爵の作成

平成 17年度 -各学校、施 -提出 (8月) -時間割作成
設等に挨拶、
依頼 -テキスト作成

-第 2 シン -時間割決定
後期 ポ開催 -コア科話テキ

スト印刷、配
布

-具体的諸準備

平成 18年度 前期 入学生から高度教員養成コア・カリキュラムを実施(学年進行)

図 5 高度教員養成コア・カリキュラム導入のプロセス
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立 教育実践演習のガイドライン

1 教育実践演習の概要

基本構想、において述べたように、 6年課手呈の高度教員養成コア・カリキュラムは、将来の教員養成

専門職大学院の設寵をも視野に入れて、教育実践に関する高度な専門的力量を育成するものである。

それは、教育実践に関する授業科目をコアとするコア・カリキュラム (CoreCurriculum)として構成さ

れる。コアには、教育実践演習と高度教育実習が位麓づけられる。

ここでは、教育実践演習について述べる。その概要は、以下のようである。

教育 実践演習の概要

演習の名称 演習の内容 単位

I 子ども理解演習 附属学校参観、及び佐賀市立小学校における放課 2 

年 後児童クラブでの実習の指導と評価を行う。

ょづと4こa

校 2 授業開発演習 附j高学校における授業観察、 1単位時間の援業実 2 

教 年 習の準備と総括を行う。

言果 3 授業・評価開発演習 P付属学校における単元授業及び学習評価を行う実 2 

程 年 習の準備と総括を行う。

4 教育実践探求演習 教育実践に関する課題を自ら設定して行う実習を 卒業研究

年 進め、卒業論文としてまとめるための指導を行う。 の単位

教 1 カリキュラム開発摸習 附属学校で実施する学級経営・教育課程開発のた 2 

=同t 年 めの実習に関する指導と評価を行う。

研 2 教育実践課題研究演習 教育実践に関する課題を設定しての課題研究実習 課題研究

ウプhし 年 を修士論文としてまとめるための指導と評価を行 の単位

科

， 

これらの教育実践演習は、後に明らかにするコア科目の高度教育実習と一体となって実施されなけ

ればならない。両者が一体となることによって、コア科目が実質化されると言ってもよい。

また、そうすることによって、教育実践に関する学生の学習成果を高め、学部の教員と附農学校の

教員とが連携する契機を生み出すことになる。さらに、そのことは両者の教育、研究にも望ましい影

響を与えることが期待できる。
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2 子ども理解演習(第 1学年)

( 1)毘標

附属学校の教育活動の参観及び放課後児叢クラブにおける指導者を補助する実習のための事前、

及び事後の指導を行う。

実際に子どもを観察し、触れ合う活動を生かして、子どもの実態や発達段階、子どもとのコミュ

ニケーションの取り方等について基本的事項を理解し、それらに関する課題をもっとともに教職へ

の意欲を高めるための指導と評価を行う。

(2) 形態

① 受講学生

学校 教 育 課 職 第 1学年

② 担当教員

附属実践総合センタ一、教育学講座及び教育心理学講庄の教員

③ 時期及び時間

第 1学年・前学期 30時間(学校参観・授業参観の事前・事後指導をも含む)

④ クラス

1クラス 10名濯度で、 10クラス開講する。

(3) 指導と評価・評定

①指

子ども理解実習と関連のある活動をさせるなかで、必要な指導を行う。

4月 5，-....， 2月

事前指導 |→| 子ども理解実習

.配属学校の決定

?↓  

子ども理解演習

2月末

|→i小ト提出
i事後指導・評価

-事前指導として、子ども理解の闘的、方法を理解させ、配属学校の決定、諸注意を知らせ、

どもの実態、発達段階等に関する開題意識をもつようにさせる。

・中間指導として、実習に参加して観察した子どもの様子について、報告をさせる。また、

どもとの関わり方、コミュニケーションの取り方等についてグ、ノレーフ。で、討論させ、評価する 0

・事後指導として、レポートを提出させ、評価、評定を行う。

② 評価・評定

・形成的評価・・・・活動の様子を随時報告させ、評価する 0

・総括評価・・・・提出させたレポートを評価する。

・評 定・・・・子ども理解演習(2単位)として認定する。
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3 授業開発演習(第2学年)

(1)目標

小学校の各教科等における 1単位時間の授業開発について理解し、与えられた授業テーマに芯じ

て学習指導案を作成し、教材・教具を準備してマイクロ・ティーチングを行うなどの授業実習に参

加する準備を整えるための指導と評価を行う。

(2) 形態

① 受講学生

学校教育課程第 2学年

② 担当教員

教科教育講座の教員

③ 時期及び時間

2学年・後学期 30時開

④ クラス

lクラス 10名程度で、 10クラス開講する。

(3) 指導と評価・評定

①指

授業・評価開発実習への参加の充実を国るように指導を行う。

9月 10'""'-' 1月 2月 3丹末

事前指導 |汁|授業開発演習 → I 1単位時間の授|→|レポート提出

.配属学級の決定

・1単位時間授業

のテーマの決定

-授業開発に関する問題意識をもたせる。

-授業開発に関する文献を読み、発表させる 0

業の実習 I I事後指導・評価

・授業テーマに応じて、教育内容に関する専門的文献を読み、その内若手を確定させる。

・授業テーマに応じて、先行の学習指導案、授業実践記録を収集させ、批判的に検討させる 0

. 1単位時間の学習指導案を作成させる。

・作成した学習指導案に基づき、実際に授業が実施できるように教材・教具を準備させる。

・グノレーフ。になってマイクロ・ティーチングを実施し、検討を行って学習指導案を改善させる 0

・授業開発実習での成果を含めて、授業開発に関するレポートを作成させる。

② 評価と評定

・形成的評価・・・・活動の様子を観察し、評価する 0

・総括評価・・・・提出させたレポートを評価する。

・評 定・・・・授業開発演習(2単位)として認定する。
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4 授業・評価開発演習(第 3学年)

(1)闘標

小学校あるいは養護学校における各教科、領域等における単元授業 (5'"'"'10単位時間)と評価

の開発について理解し、与えられた授業テーマに応じて、単元の指導計画及び学習指導案、評備計

画を作成し、教材・教異を準備してマイクロ・ティーチングを行うなどの授業・評価開発実習に参

加する準備を整えるための指導と評価を行う。

(2) 形態

① 受講学生

学校教育課程第 3学年

② 担当教員

教科教育講座の教員

③ 時期及び時間

第 3学年・前学期 30時間

④ クラス

lクラス 10名程度で、 10クラス開講する。

(3) 指導と評価・評定

①指導

授業・評価開発実習への参加の充実を踊るように指導を行う。

4月 4'"'"'7月 9月中旬 9月末

→H 授業・評価関 11→|授業・評価開発実習 i→|レポート提出

発演習 11 1単元の授業・評価の実習 1 1事後指導・評価

• 5'"'"' 10単位時開の単元の授業・評価開発に関する問題意識をもたせる 0

・単元の援業・評価開発に関する文献を読み、発表させる 0

・授業テーマに応じて、教育内容に関する専門的文献を読み、その内容を確定させる。

-授業テーマに応じて、先行の学習指導案、授業実践記録を収集させ、批判的に検討させる 0

・単元指導計画、学習指導案、評価計麗を作成させる。

・作成した単元の指導計臨、学習指導案に基づき、実際に授業が実施できるように教材・教具、

評価計画に基づくペーパーテスト等を準備させる。

・グループになってマイクロ・ティーチングを実施し、検討を行って学習指導案を改善させる 0

・授業・評価開発実習での成果を含めて、授業・評価開発に関するレポートを作成させる。

② 評価と評定

・形成的評価・・・・活動の様子を観察し、評価する 0

・総括評価・・・・提出させたレポートを評価する。

-評 定・・・・授業・評価開発演習(2単位)として認定する。
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コ 教育実践探求演習(第4学年・卒業研究)

1)目 標

小学校あるいは養護学校における教育実践に関する課題を自ら設定し、文献研究を行い、課題に

応じた教育実習を計画して、その成果を卒業研究として教育実践に関する論文にまとめるための指

導と評価を行う。

2) 形態

① 受講学生

学校教育課程第4学年

② 担当教員

学校教育課程各講座の教員(卒業研究担当教員として登録する)

③ 時期及び時間

第4学年・前学期・後学期 6 0時間

@ クラス

1クラス数名程度で、卒業研究クラスとして開講する。

3) 指導と評価・評定

①指導

教育実践探求実習への参加の充実を図るように指導を行う。

実習での成果を生かしながら、教育実践に関する卒業研究の指導を行う。

3月 第 4学年4------2月 2月末

事前指導 I→1 

・配属学級の決定

-学級経営、教育

課程等のテーマ

の決定

教育実践探求実習 出提文論業卒

事後指導・評価

↑↓  

教育実践探求演習(卒業研究)

-教育実践を探求する課題について暁らかにし、探求の計画を立案させる 0

・計画にしたがって、教育実践に関する文献研究を行わせる。

・教育実践探求実習の計画を作成させ、実習を行う附属学校の教員と打ち合わせをさせる 0

・作成した計画等にしたがって、課題に応じた教育実践を行う準備をさせる。

・文献研究、実習での実践の結果をもとに、卒業論文を作成させる。

② 評価・評定

・形成的評髄・・・・調査、発表、討論等の活動の様子を観察し、評価する 0

・総括評価・・・・提出させた卒業論文を評錨する。

-評 定・・・・卒業研究の単位として認定する。
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6 カリキュラム演習(教育学研究科 第 1学年)

(1)間諜

小学校、あるいは養護学校における 1年間の学級で、の教育的な指導について理解し、学級経営案、

各教科・領域の年間指導計晒を作成して、カジキュラム実習においてそれらの一部を実践すること

ができるようにする。また、実践の結果を検討し、作成した学級経営案、各教科・領域の年間指導

計画を適宜改善するように指導と評価を行う。

(2) 形態

① 受講学生

教育学研究科 第 1学年 (4+ 2年課穂のみ)

② 担当教員

教育実践研究担当教員(課題研究指導担当教員と間様に去を録する。)

③ 時期及び時開

教育学研究科第 1学年・前学期及び後学期 3 0時間

④ クラス

1クラス数名

(3) 指導と評価・評定

①指導

カリキュラム実習を受講させ、関連を図りながら実習の指導を行う。

3月 教育学研究科第 1学年4'"'"'1月 1月末

事前指導 |→ 1 

・配属学級の決定

-学級経営、教育

カジキュラム実習 |→|小提出
I事後指導・評価

↑↓  

課程等のテーマ

の決定 カリキュラム演習

-学級経営案や教科・領域等の年間指導計調等の実擦について関心をもたせる。

-学級経営案や教科・領域等の年間指導計画等に関する文献を読み、発表させる 0

・学級経営案や教科・領域等の年間指導計画等を作成させる。

-作成した学級経営案や教科・領域等の年間指導計画等にしたがって、教育実践を行わせる 0

.学級経営案や教科・領域等の年間指導計画等に関するレポート作成の準備をさせる。

② 評価・評定

・形成的評価・・・・活動の様子を観察し、評価する 0

・総括評価・・・・提出させたレポート、発表、討論への参加を評価する O

・評 定・・・・カリキュラム演習 (2単位)の単位として認定する。
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7 教育実践課題研究演習(教育学研究科 第2学年・課題研究)

(1)目標

小学校、あるいは養護学校における教育実践に関する研究課題を設定し、研究課題を究明するた

めの実習計画を作成して、研究的な教育実践を実施できるようにする。また、研究課題に応じて文

献研究等も行いながら、実践の結果をまとめ、教育実践に関する教育実践研究論文を作成、発表で

きるように指導と評価を行う。

(2) 形態

① 受講学生

教育学研究科 第 2学年 (4十 2年課程のみ)

② 担当教員

教育実践研究担当教員(課題研究指導担当教員と同様に登録する。)

③ 時期及び時間

教育学研究科第 2学年・前・後学期 60時間

④ クラス

1クラス数名

(3) 指導と評価・評定

①指

教育実践課題研究実習を受講させ、関連を図りながら指導を行う。

教育学研究科第 1学年 3月 第 2学年・ 4"'-'12月 1月末

定

定

決

決
の

の

級

題

導

学

主

指

属

究

前

配

研

事

・

教育実践課題研究実習 |→|教脊実践研究論文提出

事後指導・評価

教育実践課題研究演習

-教育実践に関する多様な課題について知り、自らの研究課題を選択、決定する 0

・教育実践研究に関する文献を読み、発表する 0

・教育実践研究の手順、方法を明らかにして、研究計臨書、必要とする学級経営案や教科の年

間指導計臨等を作成する。

-学級経営案や教科の年間指導計画等を実践に移した結果を明らかにして、報告、検討する 0

・研究課題、研究計画、研究成果について反省的に吟味し教育実践研究論文執筆させる。

② 評価と評定

・形成的評価・・・・活動の様子を教育実践研究担当教員が観察し、評価する 0

・総括評価・・・・提出させた実践研究論文を評価する(修士論文に代えて)0 

・評 定・・・・課題研究 (4単位)の単位として認定する。
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直 高度教育実習のガイドライン

1 高度教育実習の概要

基本構想、においてすでに述べたように、 6年課程の高度教員養成コア・カリキュラムは、将来の教

員養成専門職大学院の設寵をも視野に入れて、教育実践に関する高度な専門的力量を育成するもので

ある。それは、教育実践に関する授業科呂をコアとするコア・カリキュラムとして構成される。コア

には、教育実践に関する教育実践演習と高度教育実習が位壁づけられる。

ここでは教育実習のガイドラインについて述べる。それは、高慶教員養成コア・カジキュラムを実

現するために、これまで以上にその高度化が函られなければならない。高度化された教育実習の概要

は、以下のようである。

教育実習の概要

実習の名称 実習の内容 単位

1 子ども理解実習 附属学校での学校参観及び子ども観察、佐賀市立 2 

年 小学校における放課後児童クラブでの実習を行う。

寸""-4与

校 2 授業開発実習 鮒属学校において、授業観察と 1単位時間の授業

教 年 実習を行う。

2河白 四ーー同時品品田ー園田骨-.曲山田圃園田明専有畠世田 ーー 朝早晦自由ーーー四四唱曲由ーーー冊目司喧喧喧ー目司開制品目 E ・四四目悼曲山田園田四百柚由由ーー自明甲宵由時四回ー四幅甲骨由 2 

諜 社会体験実習 幅広い社会性を養うことを自的に、学校以外の介

程 護施設、企業等において、簡単な業務を体験する。

3 授業・評価開発実習 附属学校において、 5"-'10時間緯度の単充の授 4 

年 業及び学習評伍を実際に試みる実習を行う。

4 教育英践探求実習 課題を自ら設定し、教育実践を探求する試みとし 卒業研究

年 (卒業論文作成) て、卒業論文にまとめるための実習を行う。 の単位

教 1 カリキュラム開発実習 学級経営・教育課程開発に関する実習の指導と評 2 

ヱ同釘 年 価を行う。
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研 2 教育実践課題研究実習 教育実践に関する課題を設定し、教育実践研究を 課題研究

究 年 (修士論文作成) 進め、修士論文にまとめるための実習を行う。 の単位

科

従来の教育実習が、 1単位時間の授業実践の実習にとどまっていたことに対し、単元レベルの授業

実践、さらには評価の実施にまで及ぶものとなっている。さらに、教育実践についての探求的な実習

を加えて、卒業研究を充実させるようにしたい。また、大学i涜教育学研究科においても教育実習を課

し、学部実習の成果を発展させて、より高度な教育実践力を形成するようになっている。
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2 子ども理解実習(第 1学年)

(1)自標

子どもの実態、発達段階、個性について観察、触れ合いを通して理解し、子どもとのコミュニケ

ーションが丹滑にできるようになり、教職への意欲を高める活動を行う。

(2) 形 態

1) 学校参観・授業観察

① 時期及び期間

第 1学年・前学期 4日間(附属学校4校を各 1日ずつ計4日間参観)

②場所

F付属幼稚菌、 F付属小学校、附属中学校、附属養護学校

③ 活動内容

・学校の教育的営み、教師の役割についての附属学校教員による講義を聴く 0

・授業を観察したり、子どもといっしょに活動したりする。

・子ども及び授業の様子を観察し、記録を作成する。

-記録に基づいて、子ども及び授業について、適切なテーマを設定して討論を行う。

2) 佐賀市立小学校放課後児童クラブでの体験学菅

① 時期及び期開

第 1学年・後学期 20時間(水曜自 IV""'V校時、 10回程度の派遣)

②場所

佐賀市内小学校(19校 1校あたり 5""'6名

③ 活動内容

-放課後児章クラブの指導者の捕助として、簡単な内容を指導したり、子どもといっしょに

活動したりする。

・子どもを観察し、記録を作成する。

・レポートに基づいて、子どもの実態、指導について、適切なテーマを設定して討論を行う。

(3) 指導と評価

1)担当

附属教育実践総合センター、教育学・教育心理学講座教員、放課後児童クラブの指導者

2) 評イ面

・附罵教育実践総合センタ一、 F付属の教員が共同で評価する 0

・形成的評価・・・・活動の操子を随時報告させ、評価する 0

・総括評価・・・・討論への参加を評価する。

-評 定・・・・小学校教育実習(子ども理解実習 2単位)の単位として認定する。
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3 授業開発実習(第2学年)

(1)目標

1単位時間の学習指導案、授業記録、授業検討会の意味や機能について理解し、作成した学習指

導案に基づいて、発開や指示、資料提示、板書、評価の雷葉などによって、実際的な学翠指導を行

うとともに、援業記録を作成することができる。授業構成、授業実践に対する関心、意欲を深める。

(2) 形態

1) 時期及び期間

第 2学年 2月下旬 1遊間

2) 場所

附属小学校、本産小学校

3) 活動内容

-授業実践の事例、実際的な指導のあり方、子どもの実態について、本庄小学校教員による講

義を聴く。

・授業を観察したり、子どもといっしょに活動したりする。

・授業の様子を観察し授業記録を作成する。朝の会、帰りの会、給食等の教科外の指導を行う。

・あらかじめ作成した学習指導案に基づいて、 1単位時間の授業を実践する。

・実践の結果をもとに授業検討会を行い、学習指導案の改善について考える。

・学習指導案、授業記録、授業検討会の記録をもとに、授業研究のレポートをまとめ提出する。

(3) 指導と評価

1)担当

附属小学校、本庄小学校教員

F討属教育実践総合センター、教科教育講座の教員

2) 指導

① 授業開発演習を受講させ、関連を図りながら実習の指導を行う。

② 事前指導....1単位時間の授業主題と内容の理解と確定 (4月)

学習指導の実際的方法の理解、諸注意

③ 事後指導・・・・レポートの提出、討論、評価(9月末)

3) 評価

・学部と附属小学校、本産小学校の教員が共同で、評価する。

・形成的評価・・・・活動の様子を指導教員が観察し、評価する 0

・総括評価・・・・提出させたレポートを評価する。

事後指導における討論への参加を評価する。

・評 定・・・・小学校教育実習(授業開発実習 2単位)の単位として認定する。
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4 社会体験実習(第2学年)

(I)目標

介護施設において介護体験を行い、障害者、高齢者の揺祉の実際について理解を深める。また、

学校以外の企業等において、簡単な業務を体験することによっで、地域の理解を深めるとともに、

教師として必要とされる幅広い社会性を育成する。

(2) 形 態

1) 介護体験実習

① 時期及び期開

第 2学年 8""'9月 1週開

②場所

佐賀県内の撞祉施設、附属養護学校

③ 活動内容

それぞれの施設の実態に応じた介護体験、その他の作業を行う。

2) 企業等体験実習

① 時期及び期開

第 2学年 8""'9丹 1週間

②場所

佐賀県内の企業等

③ 活動内容

それぞれの企業等の実態に応じた業務体験を行う。

(3) 指導と評価・評定

1)担当

附属教育実践総合センター教員

教育実智委員会

2) 指 導

① 事前指導・・・・学部教員、派遣先施設担当者による体験内容の説明、諸注意

③ 事後指導・・・・レポートの提出、評価

3) 評価

.学部教員と派遣先施設担当者が共開で評価する 0

.総括評価・・・・提出させたレポートを評備する。

-評 定・・・・小学校教育実習の単位に含めて単位を認定する。
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5 授業・評価開発実習(第 3学年)

(1)告標

作成した単元の指導計画、学習指導案に基づき、 5"-'10時間程度の単元の授業の農関、学習評

価を実際に行い、単元の指導計師、各時間の学習指導案、授業記録、評価計画、の意味や機能につ

いて理解する。また、実践的な指導力の高い教師を志す意思を強くする。

(2) 形態

1) 時期及び期間

第 3学年 9月 4週間

2) 場所

附属小学校、本産小学校

3) 活動内容

• 5 "-' 10 時間程度の単元レベルの授業実践の事例、実際的な指導のあり方、子どもの実態に

ついて、 F付属小学校教員による講義を聴く。

• 5"-' 10時間程度の単元レベルの授業を観察したり、子どもといっしょに活動したりする。

朝の会、帰りの会、給食等の教科外の指導を行う。

• 5 "-' 10時間穂度の単元レベノレの授業を実践したり授業の様子を観察したりして、授業記録

を作成する。

・あらかじめ作成した学習指導案に基づいて 5"-' 10時間程度の単元レベルの授業を実践する 0

・実践の結果をもとに授業検討会を行い、授業の改善について考える。

-実習終了後 1ヶ月以内に、学習指導案、授業記録、授業検討会の記録をもとに、自らの授業

実践に関するレポートを作成し、担当教員に提出する。

(3) 指導と評価

1)担当

附属教育実践総合センタ一、教科教育講座の教員、開属小学校及び本産小学校教員

2) 指導

① 授業・評価開発演習を受講させ、関連を図りながら実習の指導を行う。

② 事前指導・・・・ 1単光の授業主題と内容の理解と確定

学習指導の実際的方法の理解、諾注意

③ 事後指導・・・・レポートの提出、討論、評価

3) 言評平 イ面

.学部と附属小学校の教員が共同で

.形成的評{価酉....活動の様子を指導教員が観察し、評価する。

・総括評価・・・・提出させたレポート、討論への参加を評価する。

-評 定・・・・小学校教育英習(授業・評価開発実習 2単位)の単位として認定する。
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6 教育実践探求実習(第4学年)

(1)目標

第 3学年での授業・評価開発実習の学習成果を生かし、教育実践に関する探求すべき課題を明ら

かにし、自立的に単光の指導計画、学習指導案を作成し、 5"-' 10時間程度の単元の授業の震関、

学習評価を実際に行う。その成果は卒業研究の一部とし、卒業論文において報告する。そうするこ

とによって、教育実践について探求する教師を志す意思を強くする。

(2) 形 態

1) 時期及び期間

第 4学年 10月 3週間

2) 場所

F付属小学校、本庄小、附属中学校、城西中、附属養護学校、附属幼稚園のいずれかを選択

3) 活動内容

-教育実践の課題、教育実践の探求について、各F付属学校の祖当教員による講義を聴く。

-教育実践に関する探求テーマを明らかにして、 5"-'10時開程度の単元レベルの授業を観察

し授業記録を作成したり、子どもといっしょに活動したりする。朝の会、帰りの会、給食等

の教科タトの指導を行う。

-教育実践に関する探求テーマを明らかにして、あらかじめ作成した学習指導案に基づいて、

5"-' 10時間程度の単元レベノレの授業を実践し、授業記録を作成する。

-探求テーマに基づいて、実践の結果を対象に授業検討会を行い、授業の改善について考える 0

・実習終了後に、学習指導案、授業記録、授業検討会の記録をもとに、自らの探求的な授業実

践をまとめ、卒業研究の一部とし、卒業論文においてその成果を報告する。

(3) 指導と評価

1)担当

卒業研究指導担当教員、附属教育実践総合センター及び教育実習担当校教員

2) 指導

① 事前指導・・・・ 1単元の授業主題と内容の理解と確定。

学習指導の実際的方法の理解、諸注意

② 事後指導・・・・レポートの提出、討論、評髄

3) 評値

.学部と附属小学校の教員が共同で評価する。

・形成的評価・・・・活動の様子を指導教員が観察し、評価する。

・総括評価・・・・提出させたレポート、討論を評価する。

卒業論文の一部として評価する。

-評 定・・・・卒業研究として、中学校実習の場合は併免教育実習の単位としても認定する。
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7 カヲキュラム開発実習(教脊学研究科 第 1学年)

(1)目標

教育の理念や語的を明らかにし、定期的に観察する学級の子どもの実態を考産して、作成した学

級経営案や教科・領域教育の年間指導計画等を実践に移し、その結果を記録、評価し、さらに改善

を加えるなどしてまとめ、学級経営案や教科・領域教育等の年間指導計踊等の意味、意義について

理解する。また、子どもの成長、学級経営案や教科の年間指導計臨等の作成の手)1展、方法について

理解する。子どもの成長を把握し、学級経営案や教科の年開指導計踊等の作成、運営ができる実践

的な指導力の高い教師を志す意思を強くする。

(2) 概要

1) 時期及び期間

教育学研究科第 1学年 4月 1週間、日月 2週間、 2月 1逓関、合計4適間

2) 場所

附属小学校、本産小、 F付属中学校、城西中、 F付属養護学校、附属幼稚園のいずれかを選択

3) 活動内容

-教育の理念や間的、学級経営案や教科の年間指導計画、子どもの実態について、附属小学校、

附属養護学校の教員による講義を聴く。

• 5'"'-' 10時開程度の単元レベルの授業を観察したり、子どもといっしょに活動したりする 0

.学級経営案や教科の年間指導計画等を作成する。

・あらかじめ作成した学級経営案や教科の年間指導計翻等に基づいて、 5'"'-'10時間程度の

レベルの授業を実践するO

・あらかじめ作成した学級経営案や教科の年関指導計画等に基づいて、実践を行う 0

・学級経営案や教科の年間指導計画等を基準に、子どもの成長、学習状況を定期的に評価する0

.実践の結果をもとに学級経営案や教科の年間指導計画等の検討を行い、それらの改善を閣る。

(3) 指導と評価

1)担当

教育実践研究担当教員(修士論文作成指導入及び教育実習担当校教員

2) 指

① カリキュラム演習を受講させ、関連を図りながら実習の指導を行う。

② 事前指導・・・・学級経営、教科の年間指導計盟等の内容と課題の理解と確定

学級経営の実際的方法の理解、諸注意

③ 事後指導・・・・レポートの提出、討論、評価

3) 評髄

-学部と附農学校の教員が共同で評価する。

・形成的評価・・・・活動の様子を指導教員が観察し、評価する 0

・総括評価・・・・提出させたレポート、発表、討論への参加を評価する 0

・評 定・・・・カリキュラム実習の単位 (2単位)として認定する。
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8 教育実践課題研究実習(教育学研究科第2学年)

(1)目標

教育実践に関して明らかにした課題にしたがい、学級経営案や教科・領域教育の年間指導計画等

を実践に移した結果について検討し、それらの改善を図ることによって、継続的な教育実践研究の

意味、意義について理解する。研究的な課題を設定して、新たな教育実践を創造する教師を志す意

患を強くする。

(2) 形態

1) 持期及び期間

教育学研究科第 2学年 年間を通して 20日間程度

事前に実習生自らが実習計画を作成、提出して、教育実習委員会の承認を得る。

2) 場所

附属小学校、本産小、附属中学校、城西中、附属養護学校、附属幼稚園のいずれかを選択

3) 活動内容

-教育の理念や自的、学級経営案や教科の年間指導計画、子どもの実態について、附属小学校、

附属中学校、附属養護学校の教員による講義を聴く。

• 5'"'-' 10時間程度の単元レベノレの授業を観察したり、子どもといっしょに活動したりする。

・教育実践に関する課題を明らかにし、学級経営案や教科の年間指導計画等を作成する。

・作成した学級経営案や教科の年間指導計画等に基づいて、 5'"'-'10時間韓度の単元レベルの

授業、学級活動等を実践する。

・明らかにした課題を基準に、子どもの成長、学習状況を定期的に評価することによって、課

題の究明について検討する。

・実践の結果をもとに学級経営案や教科の年開指導計臨等の検討を行い、それらの改善を図る 0

・実習終了後、課題に応じて作成した学級経営案や教科の年間指導計画等、授業記録、子ども

観察の記録をもとに、教育実践研究論文を作成し、担当教員に提出する。

(3) 指導と評価

1)担当

教育実践研究担当教員、教育実習担当校教員

2) 指導

① 課題研究演習を受講させ、関連を図りながら実習の指導を行う。

② 事前指導・・・・教育実践研究の内容と課題の確定、教育実践研究の実際的方法の理解、諸在意

③ 事後指導・・・・教育実践研究論文の提出、発表、評価

3) 評価

・学部と附属学校の教員が共同で評価する。

-形成的評価・・・・活動の様子を指導教員が観察し、評価する 0

・総括評価・・・・提出させた教育実践研究論文、発表、討論への参加を評価する。

-評 定・・・・教育実践課題研究実習(現行の「課題研究j に代えて)の単位として認定する。
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W 学部卒業研究・大学院課題研究のガイドライン

学部4年、及び大学院教育学研究科2年のコア科習である教育実践演習、及び高度教育実習は、い

ずれも卒業研究(卒業論文作成指導入課題研究(修士論文作成指導)の単位として認定するように

している。このことは、卒業研究、課題研究に教育実賎に関する研究を組み入れることを要請するも

のである。卒業研究、課題研究のすべての内容を教育英践に関する研究とすることを求めるものでは

ないが、教員養成ではない一般学部、一般の研究科とは明らかに異なる教員養成固有の卒業研究、課

題研究を課すことにするべきである。

このようにする理由は、大学院カリキュラムの改善に関してすでに言及したが、「今後の国立の教

員養成系大学学部の在り方について一冨立の教員養成系大学学部の在り方に関する懇談会-J (平成

13年 11月)の報告書が指摘する望ましくない現状を改善するためである。すなわち、研究内容が理

学や文学の場合と変わらないような論文をもとに教育学修士を授与している場合があるという問題で

ある。一般学部で教員免許を取得して、一般の研究科で研究する場合と大差がないのである。

学部の卒業研究についても、開様の指摘ができょう 理学や文学、その他の一般学部で行われるの

と開じような研究を卒業研究として認定している場合があることである。

これらの問題は、教員養成課程、教育学研究科の存在意義を危うくしかねない。このような問題を

キ~和、角卒消したいのである。

そのため、上述のような教員養成固有の教育実践に関する卒業研究、課題研究を課すようにするこ

とを考えて、コア科Eを設定した。このことを実質北するには、卒業研究、課題研究の内容を教育実

習を必然し、教育実践に関する研究とするように拘束しなければならない。そのため、卒業研究、課

題研究についても以下のようにガイドラインを設ける。

1 学部卒業研究のガイドライン

( 1 )目標

高度教員養成カリキュラムによる教員養成の到達度を示すものとして、教育実践探求力を形成する

ために、卒業研究においては学校教育の教育実践に関する内容、関連する内容を研究する。その際、

研究に必要な範囲で教育実習を行い、仮説検証、理論化を図ったり、実践を分析、解釈したりする。

そうすることによって得られる成果を一部とする卒業論文を作成する。

( 2) 内容

学校教育の教育実践に関する内容を含むものとする。それは、以下の内容から選択するようにしな

ければならない。

-学校教育の教育原理、教育制度、教育法規に関する研究

.学技や子どもの社会性に関する研究

-子どもの心理や発達、時害に関する研究

-教科、領域教育のカリキュラムや授業、評価に関する研究

・教科、領域教育の教育内容、教材に関する研究

( 3)方法

教育実践演習、高度教育実習を関連付けて研究を進める。前者においては教育実践に関する問題意
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識を明確にして文献研究、理論研究を行う。後者においては、前者の研究成果を生かして、実践的な

探求、研究を行うために、自立的に教育実習を計画、実躍して実践的なデータを得るようにする。両

者の成果を統合、あるいは前者に後者のデータを組み入れるようにして論文を作成する。

学生は学部の教員を卒業研究指導教員として登録するとともに、教育実習担当校の教員を教育実践

指導控当教員として登録する。この研究指導においては、学部教員と教育実習担当校教員が十分に連

携しなければならない。

2 大学院課題研究のガイドライン

(1)間諜

大学院教育における高度教員養成カリキュラムによる教員養成の到達度を示すものとして、教育実

践研究力を形成するために、課題研究においては学校教育の教育実践に関する内容、関連する内容を

研究する。その際、研究に必要な範囲で教育実習を行い、仮説検証、理論化を図ったり、実践を分析、

解釈したりする。そうすることによって得られる成果を一部とする修士論文を作成する。

また、作成した論文の内容は、学校教育に関する学問分野の学会、研究会において発表する。それ

は教育実践に関する研究発表として行い、学外での評価を受けるようにする。

( 2)内容

学校教育の教育実践に関する内容を含むものとする。それは、以下の内容から選択するようにしな

ければならない。

-学校教育の教育原理、教育制度、教育法規に関する研究

.学校や子どもの社会性に関する研究

・子どもの心理や発達、障害に関する研究

・教科、領域教育のカリキュラムや授業、評価に関する研究

・教科、領域教育の教育内容、教材に関する研究

( 3)方法

教育実践撰習、高度教育実習を関連付けて研究を進める。前者においては教育実践に関する問題意

識を明確にして文献研究、理論研究を行う。後者においては、前者の研究成果を生かして、実践的な

探求、研究を行うために、自立的に教育実習を計画、実施して実践的なデータを得るようにする。

者の成果を統合、あるいは前者に後者のデータを組み入れるようにして論文を作成する。

学生は大学院の教員を課題研究指導教員として登録するとともに、教育実習担当校の教員を教育実

践指導担当教員として登録する。この研究指導においては、課題研究担当教員と教育実習担当校教員

が十分に連携しなければならない。

この研究過程においては、必要に応じて、学生は課題研究担当教員と教育実習担当校教員と事前に

協議し、教育実翌担当校教員が行う教育実践研究に参加することもあり得る。教育実習担当校教員が

行う教育実践研究と問題意識を共有したり、その一部を担ったりする場合である。
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V 教育実践演習・高度教育実習の自程表

寸点主4ー 査5 教育学研究科

1年 2年 3年 4年 1年 2年

-事前指導

4月

実習

一 (1逓開) 教育 践課
題研究演習

5月

一 子ども理解 計画に従
演習 授業・評価 教育実践探 カリキュラ って、随

6月 開発演習 求演習 ム開発実習 日寺 習を
(卒業研究) l'γ-フw 。

一 学校・授業 ( 2 0 自

参観 程度)
7丹 (4自)

社会体験
8月 実習

-介護 1還問

-企業 1週開

授業・評価
9月 開発実習

-事前指導 -事前指導 (4週間)

-事後指導

10月

一
教育実践

11月 子ども理解 探求実習 実習
実習 授業開発 ({井免) (2週間)

演習 ( 3週間)

合計 30時間

12月 2時間 15回

一

1丹

-卒業論文 -修士論文

提出 実習 提出

(1週間)
2月 授業開発実

-事後指導 習(1週間)

-事後指導

3月
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W 履修規則の改訂

高度教員養成カリキュラムを導入するには、現行カリキュラムを再繍しなければならない。そこで、

以下では、そのために履修規則の授業科目、修得単位数の改訂について具体的に明らかにする。

1 卒業に必要な単位数表

下の表は、佐賀大学文化教育学部規則第6条第 1項において定められ、卒業要件である修得単位数

の表である。現行は上段に、高度教員養成コア・カリキュラム導入後のものは下段に恭している。

専門教育科自の修得単位数

<現行>
教餐教育科目

専門教育科呂
共遜墓礎教育科医 主怒科罰

大学
外国語科 ポ健…康ツ・ス科 情報科処目理

分野 礎ミ(革必科問修基白) 

学育又宵(必校科科は修教教目目) 

毒国事門外 f処警報理 選惨科目
卒研業究課程・選惨 自

共主透題
IJ、言十

課遂(必程科修共目) 
択自由選

小言十 合計
入門 自 月IJヨ三 語科
科医

題目科 修毘) (必
科目 科目

修(必) 科医 (必、 (選択)
第1第2議事喜美智 議警察;演習 修) 必修選択

教育学選惨 2 6 2 2 2 20 35 6 6 51 8 B 10 41 93 128 

教選育惨心理学 2 6 2 2 2 20 35 8 6 51 12 8 6 4 931 128 

学校教
障害警児教育

2 6 2 2 2 20 35 6 6 51 81 10 8 41 93 128 
E建修

稜予E棄寄
教惨科教育選 2 6 2 2 2 20 35 8 6 51 61 10 10 4 931 128 

数学選惨 2 6 2 2 2 20 35 6 自 51 121 10 4 41 93 128 

理科連室鯵 2 6 2 2 2 20 35 6 6 51 16 8 2 41 93 128 

音楽選惨 2 6 2 2 2 20 35 6 6 51 10 4 12 41 93 128 
」

、.~J"I '~li" 

教婆教育科医
ミ車内教育科目(コ7-カリキュラム)

共i盈基礎教育科目 主題科医

渓号室・査室鯵 入大学門
外思議科 ポ健ー康ツ・ス科 f警報科処目理 分野 小言十 専礎部通門(共) 学基 コア手'413 領逮手'413 小計 合計B 自 jjlt主

共通
卒研業究科目 怒科

主題

沼
手ヰ自

教習爾笑 教競演育実習 教務科教内容科 選惨
第11j喜2議事霊祭習 議事室渓習

科目 科目

数商学選惨 2 6 2 2 2 10 25 8 8 6 34 181 27 4 103 128 

教選修育心理学 2 6 2 2 2 10 25 6 8 6 34 181 27 4 103 128 

学設教育課程

遂長率事饗多児教育 2 6 2 2 2 10 25 s 8 6 34 181 27 4 103 128 

教科教育選
2 E 2 2 2 10 25 6 8 6 34 181 27 4 103 128 

官多

養女学選室長多 2 6 2 2 2 10 25 8 a 6 34 181 27 4 103 128 

理科送還修 2 6 2 2 2 10 25 6 8 6 34 181 27 4 103 128 

音楽選惨 2 6 2 2 2 10 25 6 8 8 34 181 27 4 103 128 

変更点の第 1は、コア・カリキュラムの構造に応じて構成し直したことである。専門教育科呂の科

目群をコア科目と関連科目として再配置した。

第2は、総単位数は変えずに、教養教育科目の主題科自の修得単位数を 20から 10単位へと削減し

ている点である。削減する理由は、コア科聞となる専門教育科目の単位数を増やすことにある。また、

小学校の教科内容科告において全教科を幅広く学習するので、教養教育科目は少なくてもよいとの判

断もある。
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2 専門教育科毘の修得単位数表

この表では、専門教育科目の変更を示してみた。上段が現行の専門科自単位修得表である。中段が

高度教員養成コア・カリキュラムにした場合について、現行の科呂群の枠組みで表記したものである。

専門教育科目の修得単位数

<現行>

専門科尽

修専科門)目遂(必を楚
教学科(必校育呂惨教科又)育は目

選惨事}自

喜望程・選惨 認稜共遜
喜語(事必科内修外包) 題

修f科警報処淫 択科自)由医選(選択 卒(必重量修研)究
合計

修科) 白( 必 el (必、
必修 選択

教育学選惨 5 8 51 8 8 10 4 93 

学技教声援程

教育心理学選惨 6 6 51 12 8 5 4 93 

隊塁審児教事ま選惨 6 6 51 8 10 8 4 93 

教科教育選惨 8 8 51 6 10 10 4 93 

数学選惨 自 6 51 12 10 4 4 93 

理科選惨 6 6 51 16 8 2 4 93 

音楽滋鯵 6 6 51 10 4 12 4 93 

く新規>

毒事門科目

選惨科忌

専科修門基礎

学科教(必校育目修教科又)育ig 立
課程 a霊童修 呂(必 課科惨程共通 毒語(事必科門修外目) 国 機修科殺)目処{必理 択科自)由目選(選択 Z(E必E業修研)究

合計
目(~，、

必修 護主択

教育学選惨 6 6 60 27 4 103 

づ校み教育le 
教予警心E塁学童重修 6 s 60 27 4 103 

隊警児教事寄選惨 5 s 60 27 4 103 

教科教奪還室長多 6 6 60 27 4 103 

課程
数学選惨 6 6 60 27 4 103 

理科選惨 8 s 60 27 4 103 

音楽選惨 6 6 60 27 4 103 

毒事門科 el(コア・カリキユフム)

専(学門通部拳)共縫
コア科目 関遼科目

課程・選惨
卒議室研究

会計

教育き建習 教演事習警爽室主 教綴科目教科科g内容 選惨科白

教官害学五重{惨 6 s 6 34 18 27 4 103 

教学校育

教予奇心耳霊学選惨 8 8 8 34 18 27 4 103 

隊警児教育選惨 8 8 6 34 18 27 4 103 

教科教育選惨 6 8 s 34 18 27 4 103 

程課
数学遂事多 6 B 6 34 18 27 4 103 

理科霊童惨 8 8 6 34 18 27 4 103 

音楽選惨 6 8 6 34 18 27 4 103 

ここで明らかなように、 31ページの表に関して述べたことでもあるが、教養教育科目の履修を 10

単位削減し、専門教育科目の履修単位を増加させている。増加分は、教育実習、教育実践演習、専{彦

科昌の単位に充当している。教育実習を 5単位から 8単位に、教育実践演習新規 6単位、専修科目指

単位から 27単位に増加させている。他の単位数に変更はない。

つまり、教育実践に関する授業科目の充実を図るとともに、他の開講授業科闘はできるだけそのま

まに継続しながら、コア・カリキュラムに改変しようとするのである。

下段において、専門教育科目がコア・カリキュラムとして再構成されている場合を示している。そ

の詳細は、次のページの表において明らかにする。
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学校教育謀程専門教育科目(専門科自)

区分
新規

授業科目

専 現代教育論

F可 生涯発達論
暴

題際文化論
後
科 生活文化論

g 実践英語

実教
小学校教育実習

習干害

子ども理解演習

授業開発演君主(医諾)

授業隠発渓習(社会)

授業原発;演習(算数)

授業務発演習(理科)

授業調発演習(音楽)

授業開発演習(図エ)

授業開発演習(家庭)

コ 教 授業務発渓習(体育)
ア

資実 授業務発演習(総合・英語)
科
自

践演

授業開発演習(総合・情報)

授業・評価開発演管(国諮)

習 授業・評側関発渓習(社会)

授業・評価溺発演習(算数)

震調融演習働
評{笛開発演習(音楽)

評価開発演習(関エ)

毒事 授業・評価開発;演習(家庭)

門 授業・評価開発演習(体育)
教

授業・評価濁発演習(総合・英語)
予寄

科 授業・評価開発演習(総合同情報)

図 教綴概説
〈

コ 教育臨床心理学

ア 授業実践論

力
初等国語科教育

初等社会科教育法

キ 算数科教育法
ニL

初等理科教育法
フ

教 生活科教事言法ム
) 

戦
初等音楽科教育法

科

日 図工科教育法

初等家庭科教育法

体育科教育法

関
教授・学習過程議

逮 道徳教育の研究

手ヰ 特別活動の研究
自

カウンセリング

総会演習

小学教科内容酒諾(番写を含む)

小学教科内容役会

教 小学教科内容算数

科 小学教科内容理科
内

小学教科内容生活{ 谷

科 小学教科内容音楽

自 小学教科内容図i患i工作

小学教科内容家庭

小学教科内容体育

科選
選修科目

自修

卒業研究 卒業研究

合計

必修 選択
小計

2 

2 

2 

一
8 

2 

一
一
一
一

2一一一
一
一
一
一
一
一
一
一

21-ーーー幽

一
一
一
一

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

27 

4 

103 
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6 

8 

6 

34 

18 

27 

4 

103 

3 専門教育科自の授業科目

ここでは、学校教育課程の専門教育

科目の具体的な授業科目名の一覧を示

している。

最上部に位置付く専門基礎科自は文

化教育学部共通の授業科目である。学

校教育課程と国際文化、人間環境、美

術・工芸の 3課程が共通して履修する

ことになっている。これら 6単位の授

業科目は、文化教育学部の理念、すな

わち教育と文化の総合知の形成を具体

化するものである O したがって、この

理念を継承する限り、変更はできない

ものと考える。

専門教育科E群はコア・カリキュラ

ムとして再講成している。コアには、

高度化した教育実習と新たに開講する

教育実践演習の授業科自が位置付けら

れている。関連科目には、教職科巨と

教科内容科目、選修科目が配置されて

いる。

これらの授業科目のなかで、小学校教

育実習、教育実践演習、教職科自は教

育職員免許法・小学校教諭の教職に関

する科呂として認定されなければなら

ない。教科内容科臣は、開じく教科に

関する科目として認定されなければな

らない。

一方、専修科目の自由選択科自に併

免の中学校や高等学校の教科に関する

科臣を含む場合は、それらの科告は教

育職員免許法の各校種、各教科の教科

に関する科目の単位として認定されて

いなければならない

次ページ以下では、専門基礎科目、

専門教育科目の新!日対照表を恭すこと

にする。その後の項では、科自の構成

に関して、現行の場合を変更した点に

ついての説明を加えることにする。



守二f父叡再E釆 荏 辱rl叡南千斗日い合3芸1彦代1恩 j

区分
現行 新規 鱗考

授業科医 必修 選択 授業科目 必修 選択

現代教育論 2 現代教育論 2 
主事

生j震発逮論 2 生j度発達論 2 
内
基 医際文化論 図録文化論

礎 生活文化論 2 生活文化論 2 
科

実践英語 実践英語
自

IJ、言十 s 小言十 6 

課 教職概説 2 教職概説 2 

自程共 教育磁床心護学 2 教育臨床心理学 2 

通 授業実践論 2 授業実践論 2 

手ヰ IJ、計 6 小言十 6 

小学園語 小学教科内容国語(審写を含む) 2 

小学審写 小学教科内容社会 2 

小学社会 2 小学教科内容算数 2 

数学概説 2 小学教科内容理科 2 

理科講義及び笑験 2 小学教科内容生活 2 

生活科概説 2 小学教科内容音楽 2 

小学声楽 小学教科内容図蘭ヱ作 2 

小学ピアノ 小学教科内容家庭 2 

小学図淫l 小学教科内容体育 2 

小学工作 教授圃学習過程論 2 

小学体育 I 道徳教育の研究 2 

小学体育立 特別活動の研究 2 

小学家庭 1 初等箇語科教育法 2 

小学家庭E 初等社会科教育法 2 

教授・学穏過程論 2 算数科教育法 2 

道徳教育の研究 2 初等N!科教育法 2 

特別活動の研究 2 生活科教育法 2 

初等箆語科教書法 I 初等音楽科教育法 2 

毒事
初等医語科教育法廷 図工科教育法 2 

教F守
初等社会科教育法 I 初等家窓科教育j去 2 

初等社会科教育法E 体育科教育法 2 

禽 学校 算数科教育j去I 子ども理解演習 2 
手ヰ
自 教 算数科教育法E 授業開発演習(国語)

育科 初等理科教育法 I 授業開発演習(ネ士会)

巨
初等理科教育法E 授業開発演習(算数)

初等理科教育法E 授業開発演習(怠科)

生活科教育法 2 授業開発演習(音楽)
2 

初等音楽科教育法 I 授業開発演笥(図工)

初等音楽科教育法ヨ 授業関発渓苦言(家庭)

図工科教育法 I 授業開発演習(体育)

図工科教育法E 授業開発演習(総合・英語)

体育科教育法 I 授業関発演習(総合・情報)

体膏科教育法豆 授業・評価隣発演習(医語)

初等家庭科教育法 I 授業・評価開発演習(社会)

初等家庭科教育法E 授業盆詳{蕗開発演習(算数)

カウンセリング 2 綬業・評価際発演習(廻科)

総合;実智 2 授業・評価原発演習(音楽)
2 

小学校教賓実習 5 授業・評価調発演習(図工)

教育実践総合研究 1授業・評価開発演習(家庭)

授業・評価隠発演習(体育)

授業・評価開発演習(総会・英語)

授業・評価開発渓苦言(総合・情報)

カウンセリング 2 

総会演習 2 

小学校教育実務 8 

IJ¥富十 51 60 
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4 教職に関する授業科目

小学校教諭免許状(1穣)取得の場合の「教職に関する科毘j

免許法施行規員IJfこ定める科包区分等 現行 新規
儀考

科医 授業科医 単位数 授薬科目 単位数

教綴の言霊祭!、関する科目 教職概説 2教務概説 2 

教育の基礎理論に関する科医 教授・学習過程論 2教授司学習過程論 2 

教育思想史 (2) 教育恩懇史 (2) 

人権教予言論 (2) 人権教宵論 (2) 

生涯発遼論 21~主j窪発透論 2 

現代教育論 2~晃代教育論
2ト一四一

教育社会学 教育技会学

子ども理解演習 2 

教育課程及び指議事j去に関する科呂 初等国語科教事寄j去I 1初等国語科教育法 2 

初等国語科教育法E 1初等社会科教育法 2 

初等社会科教資法 I 1算数科教育法 2 

初等社会科教育法E 1初等理科教資法 2 

算数科教育法 I 1生活科教育法 2 

算数科教育法E 1初等音楽科教育法 2 

初等理科教育法 I 1図工科教育法 2 

初等理科教育j去亙 1体替科教育法 2 

初等理科教育法益 1初等家庭科教育法 2 

生活科教育法 2道徳教育の研究 2 

初等音楽科教商法 I 1特別活動の研究 2 

初等音楽科教育法E 1教育方法学機説
2ト一一一一

図工科教育法 I 1授業実践論

図工科教育法E 1視聴覚教育 (2) 

体育科教烹法 I 1教育評価 (2) 

体育科教警j去E 1教嘗統計 I (2) 

初等家庭科教育法 1 1授業関発演習(国語)
トー四一四一

初等家庭科教育法E 1授議開発演習(社会)
ト一一一一ー

道徳教務の研究 2授議開発演習(算数)

特別活動の研究 2授業関発演習(環科)
同一一一一ー

教脊方法学概説 2授業開発渓苦言(音楽)
;---

教育実践論 2授業開発渓習(留ヱ)
2←一一一

視線党教青 2授業開発渓習(家庭)
←一一一一一一

教膏評価 2授3韓関発演習(体育)
ト一一四四四

教育統計 1 2授業開発演習(総会英語)
ト一一一一向

授業開発演習(総会f警報)
』一一一一-

授業・5平館開発渓習(国語)
片山町四四一

授議・評{窃開発演習(社会)
ト一一一一・悶

授業・評価開発渓習(算数)
」圃---

授業・評価隣発演習(理科)

授議室・評価関発演習(音楽)
ト一一一一一

授業・評価開発演習(図工)
21-一一一

授議・評価開発演習(家庭)
ト一一一一一

授業・評価開発演習(体育)
トーー一一一

授業・評価開発演習(総合英語)
ト一一一一山

授議・評価開発演苦言(総合情報)
ト田町一一一

生す徒る指科議事、教育指談及び進路指悪事等に カウンセリング 2カウンセリング 2 

島高 科居 教育臨床心理学 2教驚臨床心環学 2 

総合i実習 総合演習(人権文化) 2総合演習 2 

教育実習 小学校教育実習 5教ボラ育ン実ニ習(学校参銭・授業観察、放課後学習
ンティア)

2 

教育実習(授業・開発、介護体験、企業等体
2 

験)

教育実習(授議・E平悩開発) 4 

dEL コ 言十 43 52 
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前ページでは、教職に関する授業科目の一覧を示した。現行と新カリキュラムとの対照表として作

成している。表から明らかなように、変更点は各教科教育法の授業科自数を半減したことである。単

位数を変更しないで、 2つの授業科目を 1つに統合することによって、過密な時間割を緩和するよう

にし7こし、。

また、教育実践演習では学生が開講されている授業科目のいずれか 1つを選択することとした。教

科教育法の単位は縞羅的に全教科のものを修得するが、コア科自である教育実践演習とそれに接続す

る教育実習の授業実習では専門性を高めていくようにしたい。そのため、各学生の所属選修、個性、

特性に応じて各教科あるいは領域を選択して履修させるようにする。

5 教科に関する授業科医

小学校教諭免許状(1種)取得の場合のI教科に関する科臣j

免許法施行規祭IJに定
現行 新規

める科自区分等 備考

科目 単佼数 授業科閲 単位数 授業科自 単位数

隠語 2小学菌語 1小学教科内容器語(警写を含む) 2 

小学審写 1小学教科内容社会 2 

社会 2小学社会 2小学教科内容算数 2 

算数 2数学概説 2小学教科内容濃科 2 

理科 2理科講義及び実験 2小学教科内容生活 2 

生活 2生活科概説 2小学教科内容音楽 2 

音楽 2小学声楽 1小学教科内容図面工作 2 

小学ピアノ 1小学教科内容家産 2 

密滋工作 2小学醤iiID 1小学教科肉容体育 2 

小学工作

家庭 2 小学家庭 I

小学家躍E

体育 2小学体育 I

小学体育g

合計 18 18 18 

教育職員免許法の規定によれば、小学校教諭一種免許状の取得には、教科に関する科目 8単位、教

職に関する科詰 41単位、教科又は教職に関する科目 10単位の修得が求められている。

現行では、教科に関する科目は 18単位修得するように学部の規則で定めていて、免許法の教科に

関する科 el8単位及び教科又は教職に関する科el10単位を満たしている。この 18単位に変更は加え

ないこととする。なぜなら、小学校教員であっても、教科の内容に関する知識、技能を十分に形成し

ておきたし、からである。

変更点は、授業科目名と 2単位の授業科目として再編することである。授業科目名の変更は、小学

校各教科の教科内容の科目であることを明示することを意関している。したがって、たとえば f小学

国語j と「小学書写Jを統合し、「小学校教科内容国語(書写を含む)Jとする。

2単位の授業科目を 9教科に再編するのは、時間割上の問題を解消するためである O 現行では 12

の授業科目が開講されていて、過密な時間割となる捺因のーっともなっている。そこで授業科目を統

合することによって開講授業科目数を減らし、過密な時間割を緩和するようにしたい。このことだけ

で可能になるのではないが、過密な時間割の緩和は併免の免許を取得しやすくするためにも緊急に取

り組まなければならない課題である。
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6 教育学研究科の修得単位表

現行の教育学研究科単位修得表

学校教育に関する科目

学校教育専攻に共通する科臣

教科教育専攻に共通する科目

教科教育に関する科目

教科内容に関する科目

自由選択科巨

課題研究

ぷ口〉、 言十

現行の教育学研究科単位修得表

学校教育に関する科E

学校教育専攻に共通する科目

教科教育専攻に共通する科目

教科教育に関する科目

教科内容に関する科目

教育実践に関する科自(カリキュラム演習・実曹)

自由選択科目

課題研究

教育実践課題研究(教育実践課題研究演習・実習)

メ口札 計

学校教育専攻 教科教育専攻

10 4 

6 

2 

4 4 

8 

6 8 

4 4 

30 3 0 

学校教育専攻 教科教育専攻

1 0 4 

6 

2 

4 4 

8 

6 8 

4 4 

30 30 

上段が大学院教育学研究科の現行の修得単位表である。下段が新カリキュラムとして再編した場合

の諺得単位表となっている。変更点は、第 1に現行の課題研究に代えて教育実践課題研究を選択でき

るようにしたことことである。このことは、現行のような課題研究、修士論文に代えて、教育実践に

関する課題研究、教育実践研究論文を課すことを意味している O 第 2は、同様にカリキュラム演習・

実習を選択必修の単位として加えていることである。

このように選択単位とするのは、必ずしも高度教員養成カリキュラムに適さない学生に配慮するこ

とによる。学校教育課韓以外からの進学の場合、教員免許を持っていないこともあるので、教育実践

をコアとする新カジキュラムの履修は臨難であることには言うまでもない。
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7 学年別単位修得表

言寄度教異議成6年号制jカリキュラム(各選惨共i盈)

1年 2年 3年 4年
単数位

数寄学研究科1年 教官学研究科2年
単数位

目事基礎科F号

IS::;属党議長藷{必2) 弓州市閥必2) |題際文化護憲(遂必2)

生活文化議(遂必2) 6 
E建童書3定諮{選必2)

察(必1) (必4) 災習(必2) 2) (必2)

ァコ 教育爽苦言 テ放ィ謬ア後{必学習1) ボラン
会議等体験爽習(必1) E 4 

手ヰ 授議開発言霊習{必1)

:再ご
必2) 2."‘ ， 

|融(必2)制闘病問ミ同 61カ2)リキュラム離{必 9王;良吾I

渓習(必2) (必2)
4 

必、2) i教2)務磁床心理学{必 i学科校尽教育に践する |学校教育!こI認す合科隠

初等E喜怒科教育{必2) 教2)授，学習i盈複数(必 教手4科g教育!こ関する 教科教育!こ関する科13

初2)等社会科教育法{必 遂2)事事教育の研究{必

繁華立科教育法(必2) 特2)別活動の研究(必

教綴科目

初毒事耳霊科教育法(必2) カウンセリング(必2)

34 

毒F斜路事号
生活科教育法(必2) 総合;茨習(必2)

初2)等音楽科教育法(必

( 

図工科教育法(必2)
コ
ア

カ
初2)等芸家庭科教育法(必

キリ 体育科教育法(必2)

ニL

小2(謬)学写教を科含内む容)E(盟必諸 i教科科医内容に関する l毅科内容に関する科展 22 
フ

品逮科書ム

国 小(必学2教)科内容社会

小(必学2教)科内容算数

教科容科内

小(必学2教)科内容耳塁手ヰ

小(必学2教)科内容生活 18 

話 小(必学2教)科内容音楽

小工学作教(必科2内)容図題

小{必学2教)科内容芸家庭

小(必学2教)科内容体育

選惨科g 27 ン
百丁可T

卒業研究 4) 〆
合計 30 

この表では、専門教育科屈のみを記している。ここに示した授業科目以外に、教養教育科目、選修

科目、イ井免取得のために授業科目を適切に配置してし、かなければならない。それらについては、各学

年の諺得単位数に無理がないように、履修期を決定していく必要がある。
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